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Anton Paar GmbH との事業提携に関する協議の経過について 

 

 2022 年８月 12 日付け「Anton Paar GmbH との事業提携に関する会議の実施に関するお知

らせ」においてお知らせしておりますとおり、当社は、同年６月 10 日付けの Anton Paar 

GmbH（以下「Anton Paar」といいます。）からの事業提携（以下「本提携」といいま

す。）の提案（以下「本提案」といいます。）について、同年８月 10 日に Anton Paar と会

議を実施して以降、Anton Paar との協議を継続しておりましたが、その経過について、お

知らせいたします。 

 

 当社は、本提案を受領して以来、本提案について真摯に検討を重ねてまいりました。特

に、本提案は、Anton Paar が当社の経営支配権を取得することを前提としたものであり、

当社にとって不可逆的なものである以上、当社の中長期的な企業価値の向上の観点から

は、本提携によって十分なシナジーを得られる確度が高いと判断できるか否かが重要であ

り、その観点から慎重に検討、議論を重ねてまいりました。 

 この点、Anton Paar は、本提携の主なメリットとして、同社が販売ネットワークを有す

る地域や業界における製品、販売・サービス、顧客基盤の補完性を挙げております。しか

しながら、これらの市場においては有力な競業他社が複数存在しているところ、顧客とな

る企業は、メーカーの知名度、製品の品質、性能、価格等を総合的に判断の上、メーカー

を選定しており、Anton Paar のブランド名、或いは、Anton Paar の販売ネットワークを利用

したとしても、顧客となる企業に既に地場の企業が実績を作り市場を固めている状況で、

さらにコモディティ化が進んでいる製品を、競合他社の製品から当社製品に替えて選択し

てもらい、且つ、適正な価格で販売することは容易ではなく、現時点では、大きな成果を

見込むことは難しいと結論付けざるを得ないと考えております。反対に、当社がこれまで

に参入できていない市場における販売に注力する場合には、大きなリソースを割く必要が

ありますが、これによって、現在当社が中期経営計画「Imagination 2025」（以下「当社中

期経営計画」といいます。）で掲げているアジア事業の拡大が難しくなり、結果として、

当社の企業価値を損なう可能性が相応にあるものと考えております。なお、上記のとお

り、顧客となる企業は、メーカーの知名度、製品の品質、性能、価格等を総合的に判断の



- 2 - 

上、メーカーを選定しているため、現在、Anton Paar の製品を選定・購入していない取引

先に対して、当社が Anton Paar の製品を販売することも同様に容易ではないと考えており

ます。 

 以上を主な理由として、当社としては、本提携によって十分なシナジーを得られる確度

が高いとの判断には至らず、却って、本提携を遂行することにより、当社中期経営計画で

掲げているアジア事業の拡大に集中することを阻害し、結果として、当社の企業価値を損

なう可能性が相応にあるものと考えられます。したがって、当社としては、Anton Paar が

当社の経営支配権を取得することを前提とした本提案を受け入れることは難しいとの結論

に至りました。 

 もっとも、当社は、Anton Paar との事業提携が部分的に成果をあげる可能性を否定する

ものではなく、当社としては、まずは、Anton Paar が強い市場での（資本提携を前提とし

ない）事業提携から検討することは、やぶさかではないと考えております。 

 以上を踏まえて、当社は、2022 年 9 月 30 日、Anton Paar に対して、本提案をお受けする

ことは難しいこと、及び、まずは、Anton Paar が強い市場での（資本提携を前提としな

い）事業提携から検討することは、やぶさかではない旨、書簡にて回答をいたしました。 

 

 上記のとおり、当社としては、上記の（資本提携を前提としない）事業提携について、

Anton Paar と協議を継続する意向でおりましたところ、2022 年 10 月４日、株式会社アント

ンパール・ジャパンのウェブサイトにおいて、当社が本提案を拒絶した旨の開示がなされ

ました。当社としては、Anton Paar が、まずは（資本提携を前提としない）事業提携につ

いて検討する意向があるかについて確認できておりませんので、本日、当社の意向を改め

て Anton Paar に伝達しております。 

 

 株主の皆様におかれましては、今後の当社からの情報開示にご留意いただきたく、お願

い申し上げます。 

 

以  上 


